
「岩国市空家等対策計画（案）」に対する意見募集について 

 

 「岩国市空家等対策計画（案）」に対する意見募集（パブリックコメント）の結果につい

て、次のとおり公表します。 

 

１ 意見募集期間 

 平成 29 年２月３日～３月６日 

 

２ 意見の提出者と意見数 

⑴ 提出者 １人 

⑵ 意見数 ５件 

 

３ 意見の要旨と市の考え方 

区分 意見の要旨 市の考え方 

用語の使

い分け 

  「空家」と「空き家」は、また「的

確に」(11 頁)と「適確に」(14 頁)は、

それぞれどのように使い分けしている

のか。 

・ 「空家（等）」は、空家等対策の推進に

関する特別措置法第２条第１項に定める

空家等（建築物、建築物に附属する工作

物及びその敷地）を示し、本計画案では

原則として「空家等」を使用しています。

一方、建築物自体を示す場合や既存の事

業名等に使用されているものについて

は、「空き家」を使用しています。こうし

た違いについては注釈を設けることとし

ます。 

・ 御指摘の箇所の「的確に」と「適確に」

は同様の意味であるため、「的確に」に統

一します。 

Ⅲ-3 

基本的な

方針 

・ 「地域の活性化などを図る観点」

（9頁）とともに、「歴史的な建造物

の保全を図る観点」、あるいは「文

化財の保全を図る観点」も入れてい

ただきたい。 

・ 香川家長屋門の隣に吉川藩家老の

吉川家(石見吉川家)の、江戸中期に

建造された長屋が長らく空き家とし

て放置され、倒壊してしまった。こ

のような歴史的建造物については、

文化財として保全するという観点も

必要ではないか。 

・ また、この長屋は、倒壊前から屋

本計画では重点的に対策を推進する空

家等を「一戸建の住宅」のうち「その他

の住宅」としています（9頁）。こうした

空家等の活用が図られることに対する主

要な観点として「地域の活性化」として

いますので、原案どおりとさせていただ

きます。なお、空家等に関する諸問題は、

防災、衛生、景観等多岐にわたるため、

個別の事案に対しては、関係所属課との

連携を図りながら対応してまいりたいと

考えております 



根瓦が道路に落下するという、地域

住民、観光客の生命、身体に大きな

危険を及ぼすものとなっていただけ

でなく、シロアリが街路樹の桜を侵

食するまで繁殖していた。このシロ

アリは、飛散して周辺住民の家屋に

危害を加えていたと推察される。 

・ 最終的には、道路側への屋根瓦の

落下、建造物の倒壊が危惧されたこ

とから、道路を封鎖した上で建物を

除去し、シロアリも専門業者により

駆除された。 

・ 何故、岩国市は、歴史文化上の、

また観光振興上の重点軸においてこ

のような失態を招いたのか。都市計

画課では、文化財の保全という観点

や観光振興上の観点を入れることは

できないのか。 

Ⅳ-2 

所有者等

による空

家等の適

切な管理

の促進 

 《空家等の次代への承継の推進》（15

頁）のタイトルは、適切か。内容をみ

ると、未だ「空家等」になる前の状態

であるので,「空家予備軍等」のよう

な用語が適切ではないか。 

御意見を踏まえ、タイトルの「空家等」

を「住まい」に修正します。 

 「空き家の所有者等に対して次の各

種制度等の情報提供を行い、空き家及

びその除却跡地の適切な管理の促進を

図るとともに、新たな制度等について

も適宜情報収集し、情報発信に努めま

す。」（15頁）とあるが、「民間によ

る市民緑地の整備を促す制度」を創設

し、除却跡地の固定資産税を軽減する

措置は、この計画には反映できないの

か。 

 空き家を除却した後の土地の適切な管

理の促進につきましても、居住環境の向

上等を図るうえで必要な施策であると認

識しております。いただいた御意見につ

きましては、今後の参考にさせていただ

きます。 



Ⅳ-5 

空家等対

策の推進

体制 

 

･ ⑵庁内組織体制の構成所属課（平成

28 年度）（25頁）には、文化財保護

課、観光振興課を加えるべきである。 

・ 文化財保護課を加える理由は、歴

史的建造物の保全の観点から検討が

必要な物件に対処するため。 

・ 観光振興課を加える理由は、岩国

地区・横山地区の観光振興の促進か

ら検討が必要な物件に対処するた

め。 

・ 後者の具体的な例として、香川家

長屋門の隣にある空き地の景観の改

善があげられる。この空き地は、横

山地区のメインストリートに面して

おり、多くの観光客の目に触れると

ころである。観光振興の観点からは、

現状の景観は大きな阻害要因である

ので、一つの手段として「民間によ

る市民緑地の整備を促す制度」を創

設した上で、市民緑地としてこの場

所に相応しい景観づくりを実施する

ことが望まれる。 

・ それ故、観光振興課の役割が大き

いと考える。 

庁内組織体制の構成所属課は、平成 28

年度の体制の実績として構成所属課を記

載していますので、原案どおりとさせて

いただきます。今後の体制につきまして

は、必要に応じて関係所属課の追加等を

行うこととしていますので、いただいた

御意見も今後の参考にさせていただきま

す。 

 


